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Works誌ではこれまでに2度、人事とデータ

活用に関する特集を組んできた。

初めてテーマとして取り上げたのは、2014年

8月号の特集「人事とIT」である。ビッグデータ

という言葉が人々の口の端に頻繁に上るよう

になった時期だ。従来は不明確・不明瞭だった

人の志向、行動やそれによる成果が明らかにな

る可能性に言及し、これからの人事は「KKD（勘

と経験と度胸）」に加えて、「KDD（Knowledge 

Discovery in Databases）」が必要である、とい

うスキルセットの変化を提示した。

2回目の2016年6月号第2特集「急発進す

る［人事×データ］」では、一歩進めて、日本に先

行する米国企業の人事におけるデータ活用の

リアルな事例をレポートした。米国企業でも日

本企業と同様、従業員への配慮や個人情報保護

の問題があり、メールデータやSNSへの書き込

みデータ、センサーを使ったバイタルデータ（脈

拍や心拍など生体情報）や行動データの取得に

は二の足を踏んでいた。しかしながら、評価や

サーベイ、勤怠といった人事のコアデータ以外

のデータの使用も視野に入れつつあった。デー

タの使い方も、変化のとば口にあった。人事施

策への貢献から、経営への貢献へ。蓄積・分析か

ら予測へ。データの使い手は人事から現場へ。

そして、データアナリストはシステム部門では

なく、人事部門にいるようになる……。

日本も米国と同様、本格的なデータ活用時代

が訪れつつあるのか。これらの変化の兆しを見

るにあたり、私たちが気づいたことは「人事部に

いるデータアナリスト」たちの出現である。彼ら

は、いわゆるデータを扱うエンジニアというだ

けでなく、人事の仕事に携わる人事部員でもあ

る。彼らを私たちは「人事エンジニア」と命名し

た。今回の特集では、彼らが何を大切にし、どの

ような役割を担っているのか、彼らのキャリア

やスキルは、そして彼らの登場が意味すること

にフォーカスした。

私たちが出会った多くの人事エンジニアは、

「人事データを駆使して、経営や事業に貢献す

る」「科学的な人事を実現しようとしている」

「データ分析あるいは技術・研究開発の知識・経

験を持つ」人たちであった。このあと、まずは人

事エンジニア4人に登場していただく。

　続いて、ミシガン大学のデイブ・ウルリッチ

氏には人事コンピテンシーの変化という側面

から、東京大学の大湾秀雄氏には事業環境の変

化という側面から、また、慶應義塾大学の山本

龍彦氏には多様性の尊重という側面から、人事

エンジニア登場の必然性を伺った。

　もちろん、多くの企業にとって人事エンジニ

アが登場する未来に向けて、解決すべき課題も

多くある。人事エンジニアの採用や育成、既存

の人事部員が辿るべき道、社内の組織文化変革

など、今から考えておくべきことについて日米

の専門家にインタビューした。

人事エンジニアの出現は単なるブームではな

く、人事を科学する時代の本格的な到来を示すも

のではないか、と私たちは問いを立てた。さて、そ

の解はいかに―？   本誌編集／入倉由理子

はじめに
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4 No.142 Jun ---  Jul 2017



登場！
人事エンジニア

Text=入倉由理子（4～33P）　Photo＝刑部友康（7P、11P、13P、19P、23～26P、30P）、平山 諭（32P）、宮田昌彦（9P）、アマナイメージズ（イメージ写真）　Illustration＝寺嶋智教

Works誌ではこれまでに2度、人事とデータ

活用に関する特集を組んできた。

初めてテーマとして取り上げたのは、2014年

8月号の特集「人事とIT」である。ビッグデータ

という言葉が人々の口の端に頻繁に上るよう

になった時期だ。従来は不明確・不明瞭だった

人の志向、行動やそれによる成果が明らかにな

る可能性に言及し、これからの人事は「KKD（勘

と経験と度胸）」に加えて、「KDD（Knowledge 

Discovery in Databases）」が必要である、とい

うスキルセットの変化を提示した。

2回目の2016年6月号第2特集「急発進す

る［人事×データ］」では、一歩進めて、日本に先

行する米国企業の人事におけるデータ活用の

リアルな事例をレポートした。米国企業でも日

本企業と同様、従業員への配慮や個人情報保護

の問題があり、メールデータやSNSへの書き込

みデータ、センサーを使ったバイタルデータ（脈

拍や心拍など生体情報）や行動データの取得に

は二の足を踏んでいた。しかしながら、評価や

サーベイ、勤怠といった人事のコアデータ以外

のデータの使用も視野に入れつつあった。デー

タの使い方も、変化のとば口にあった。人事施

策への貢献から、経営への貢献へ。蓄積・分析か

ら予測へ。データの使い手は人事から現場へ。

そして、データアナリストはシステム部門では

なく、人事部門にいるようになる……。

日本も米国と同様、本格的なデータ活用時代

が訪れつつあるのか。これらの変化の兆しを見

るにあたり、私たちが気づいたことは「人事部に

いるデータアナリスト」たちの出現である。彼ら

は、いわゆるデータを扱うエンジニアというだ

けでなく、人事の仕事に携わる人事部員でもあ

る。彼らを私たちは「人事エンジニア」と命名し

た。今回の特集では、彼らが何を大切にし、どの

ような役割を担っているのか、彼らのキャリア

やスキルは、そして彼らの登場が意味すること

にフォーカスした。

私たちが出会った多くの人事エンジニアは、

「人事データを駆使して、経営や事業に貢献す

る」「科学的な人事を実現しようとしている」

「データ分析あるいは技術・研究開発の知識・経

験を持つ」人たちであった。このあと、まずは人

事エンジニア4人に登場していただく。

　続いて、ミシガン大学のデイブ・ウルリッチ

氏には人事コンピテンシーの変化という側面

から、東京大学の大湾秀雄氏には事業環境の変

化という側面から、また、慶應義塾大学の山本

龍彦氏には多様性の尊重という側面から、人事

エンジニア登場の必然性を伺った。

　もちろん、多くの企業にとって人事エンジニ

アが登場する未来に向けて、解決すべき課題も

多くある。人事エンジニアの採用や育成、既存

の人事部員が辿るべき道、社内の組織文化変革

など、今から考えておくべきことについて日米

の専門家にインタビューした。

人事エンジニアの出現は単なるブームではな

く、人事を科学する時代の本格的な到来を示すも

のではないか、と私たちは問いを立てた。さて、そ

の解はいかに―？   本誌編集／入倉由理子

はじめに

特集

5No.142Jun ---  Jul 2017



　大学では社会学部で労働政策を学

びましたが、データとは無縁でした。

新卒でサイバーエージェントに入社

後、Webマーケティングに携わり、

データ分析に慣れていきました。

　家庭の事情で一度退職。再びここで

働きたいと思い、人事担当役員に相談

したところ、「人の勘ではなく、データ

をきちんと分析して動く人事にした

いから手伝ってほしい」と言われ、立

ち上がったばかりの人材科学セン

ターに入りました。

　当社の人事のミッションは「人と組

織で業績に貢献すること」。それを

データ活用によって支援するのが人

材科学センターの役割です。人と組織

の課題を分析し、「経営の羅針盤」にな

ることが目標です。

　業務の大きな柱の１つは、「GEPPO」

の分析。「GEPPO」とは、社員3000人

を対象に、毎月の成果やコンディショ

ンなどについて、晴れ、雨など５段階

の天気マークで回答してもらうアン

ケートです。会社全体や組織・職種ご

との結果や傾向を見て組織課題を分

析し、役員や事業部に提示していま

す。また、個々の従業員の回答の経過

を見て、モチベーションの低下など

の問題が見られるようであればキャ

リアエージェントと呼ばれる適材適

所専門チームに伝え、彼らと連携し

て、課題解決につなげています。

　このほか、採用時と入社後のデータ

を一気通貫で見ることで、社員の才能

開花を目指しています。ただし、ハイ

パフォーマーの予測はやりません。当

社では、５年後、何を主力事業にして

いるか予期しにくいため、どのような

人材が活躍するかは未知数なのです。

　現在、かなり多様かつ詳細なデータ

取得の技術は開発されていますが、そ

れらのデータを収集するとなると、社

員に実務的・心理的負荷をかけること

になります。ですから、データ取得の

目的を明確にし、必要なデータのみと

します。また、「データを提供すれば得

をする」と思ってもらえるようなデー

タ活用の方法を考えています。

　そして、データ１行には、個人の生

き方や行動が詰まっているという意

識を常に持っています。目指すのは、

「血の通った科学」です。データだけ

で決めつけず、最後は人の感性を大切

にしています。

大切にしていることは？Q.

役割と仕事内容は？Q.

人と組織の課題を分析し、経営の羅針盤に
サイバーエージェント　人材科学センター

キャリアとスキルは？Q.

向坂真弓氏

人事エンジニアたちの
キャリアと仕事

まずは、4人の人事エンジニアを紹介する。彼らはどのようにして現在のポジションについたのか。

どのような価値観を持ち、実際に何をやっているのか。

向坂氏の“立ち位置”

向坂氏のキャリア

現場の課題のデータ
による分析を依頼

分析結果を提示し、
解決策をともに検討する

人と組織の課題を
データ分析から提示

ネット広告によるマーケティングを担
当。人々の反応と購買行動を見て次のプ
ランニングにつなげた。データ分析スキ
ルの基礎を獲得

上海在住時は、ボランティアで企業の
Webマーケティングをサポート。異な
る国の異なる会社で働くことで「人の多
様性」を学ぶ

立ち上がったばかりの人材科学セン
ターで、データによって事業部の人と組
織の改善をサポートする

大学社会学部を卒業

サイバーエージェント入社。
Webマーケティングを経験

退職。家庭の事情で上海へ

サイバーエージェントに再入
社し、人材科学センター配属に

人材科学
センター
向坂氏

人事管轄

経営陣

事業部人事

事業部
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　大学院での研究テーマは高分子。

修士課程修了後、研究開発職として

当社に入社しました。配属は基礎研

究部門でしたが、入社半年後、新事業

につながる技術テーマをつくる新し

い部署に手を挙げて異動。実験して

は、そのデータを分析・検証し、また

次の実験をする、という毎日を送り

ました。必要な実験設備がある地方の

拠点を回ったことで、社内のネット

ワークはずいぶんできたと思います。

上司から「人事部に行ってみないか」

というオファーがあり、2011年に異

動しました。エンジニア経験がある

人事という「オンリーワン感」に面白

みを感じました。

　異動当初は、エンジニアの新卒採

用に携わりました。人事にデータ分

析部門があったわけではないし、

データ分析が私のミッションだった

わけでもありません。ただ、人事部内

にはせっかく取得したのに活用され

ていないデータが山のようにありま

した。「理系魂」が疼いて、データがあ

れば分析したくなるんです（笑）。新

卒採用試験時に行う適性検査の

データの分析から始めました。分析結

果を上司や現場の部門長に徐々に面

白いと感じてもらえるようになり、

「データ分析」が私の役割となったの

です。

　主に新卒採用におけるデータ分析

を行っています。まず、過去の適性検

査データを整理・分析し、どんな学生

が内定を獲得するのか、あるいは不合

格になるのか、さまざまな指標で当社

の傾向をつかむことから始めました。

　次に、実際の選考の場面で活用する

ようになりました。面接を行う事業部

門長と、学生のデータを共有していま

す。それによって面接の印象（主観）と

適性検査（データ）を比べ、その学生の

本質をとらえることをデータで支援

するようにしています。

　現在では、社内にあるデータをも

とにチーム運営やメンバー育成につ

いて事業部トップと議論するなど、

データ活用の領域が従業員全体の成

長支援へと広がりつつあります。新

卒採用でのデータ活用をきっかけに

信頼感を持ってもらい、事業部門長

から「うちの部署のハイパフォー

マーの特徴はどうかなあ」といった

質問を受けるようになりました。

　データ活用の目的は、「イノベー

ションを起こす人と組織づくり」を支

援することです。イノベーションにお

いて大切なことは、「何をするかでは

なく、誰がやるか」。誰をアサインする

のか。どのようなチーム構成にするの

か。これらの人や組織に関することの

相談相手として、事業部門長、マネ

ジャーの傍らにいたいのです。彼らか

ら仕事をもらい、頼られて「ナンボ」。

そのために、「営業する人事」であろう

と心がけています。

　頼られるには、まずは信頼してもら

わなければなりません。そのため、デー

タだけで語るのではなく、実際に人に

会って、きちんと向き合うことが信条

です。各拠点に出向くことはよくあり

ますし、ランチ時の社食では全体を見

渡せる端の席に座るなどして、「名前」

「顔」「データ」「リアルな行動」を合致

させることを心がけています。同世代

では、社内で最も多くの人を知ってい

るのではないでしょうか。

　私のようなポジションに必要なの

は、「会社愛」。会社をよくしたいと思

う気持ちが、人をしっかり見ようとい

う意欲を喚起させるのです。

うず

大切にしていることは？Q.

役割と仕事内容は？Q.

キャリアとスキルは？Q.

イノベーションを目指す組織のパートナー
Nitto　経営インフラ統括部門人財統括部　基幹人事部組織人事グループ　係長山崎奈都子氏

山崎氏のキャリア

山崎氏の“立ち位置”

主に採用、育成に役立て
るために、データ活用に
ついて相談

採用、育成に役立つ分析結果を提
示し、解決策をともに検討する。
「こんな分析もできる」という
データ活用の新しい提案を積極
的に行う

山崎氏

基幹人事部 戦略人事部

事業部門長

入社当初は基礎研究部門に配属。半年後
に新規の技術テーマをつくる部門に手
を挙げて異動。各地の拠点を回り、実験
と分析を行う毎日を送る

人事部で新卒採用を担当。使われてい
ない適性検査のデータに注目し、デー
タ分析を開始

大学・大学院で高分子を研究

Nitto入社。
新規開発を担う部門へ

人事部採用チームに異動

事業部門長などの協力を得て、既存の従
業員向けの適性検査の分析もスタート。
タレントマネジメント強化の流れのな
かで、戦略人事部とともにデータ活用に
本格的に取り組む

データ活用を本格化
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うず

大切にしていることは？Q.

役割と仕事内容は？Q.

キャリアとスキルは？Q.
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　大学では理工系学部で、PM2.5関連

の測定法について研究していました。

ただ、研究には飽きてしまって大学院

には進学せず、2011年にセプテーニ・

ホールディングスに入社し、新卒採用

チームに配属となりました。

　データに注目したのは、入社２年目

です。採用試験時の結果や従業員サー

ベイのデータなどを業務改善に活か

せないかと考え始めました。加えて、

当時採用目標が高かったので、内定者

をどうやって増やすかを考え続けた

こともきっかけの１つです。思い返せ

ば、データによって面接担当者と学生

との相性を検討し、内定率の向上を

図ったことが最初のデータ活用の取

り組みでした。

　その後、人事の「裏プロジェクト」

として、現グループ代表の佐藤光紀、

人事担当役員の上野勇の主導する

「人材育成エンジン」の開発にメン

バーとして加わりました。やがて人的

資産研究所の設立と同時に採用チー

ムから異動。現在は、３人のメンバー

でデータ活用に取り組んでいます。

　こうして、気づいたらいつの間に

かデータ分析が主務になっていまし

た（笑）。データ分析に関しては、基

本、独学。常に自分がやりたいことを

実現するのに必要なスキルを獲得し

てきました。

 「人材育成エンジン」に基づいて、人材

データを分析し、採用・育成の強化に

役立てています。

　当社には「成長＝資質×環境（チー

ム＋仕事）」で表される人材育成の概

念があります。人は職場で良質な経験

を重ねることで育つもの、という前提

に立ち、一人ひとりにとって成長しや

すいチームや仕事を与えるべき、と考

えています。それぞれの指標を独自の

サーベイなどで定量化し、ヒューマン

ロジック研究所提供のFFS理論に基

づいて分析する「人材育成エンジン」

を開発しています。

　職場との相性分析、パフォーマン

ス予測など、事実としての定量デー

タを分析し、人事施策のPDCAを回し

ています。特に“検証できること”が

データ活用には極めて重要で、施策

の結果が定量的に測れない取り組

みはやりません。検証ができること

で取り組みは常に改善することがで

きます。

　人的資産研究所に移ってからは、

データ分析を行うだけでなく、取り組

みの活用範囲を広げるために、人材育

成エンジンのシステム化にも取り組

んでいます。私の現在の役割は、人事

部や経営陣、現場マネジャーが人材育

成をより強化していくための武器を

データやシステムを使って届け続け

ることだと認識しています。

　せっかく当社で仲間として働くこ

とになったのですから、一人ひとり

が当社の環境下で大きく成長してほ

しい、というのが私たちの願いです。

　ベンチャーである当社が優秀な人

材を集め、成長し続けてもらうために

は、当社に合った人材を選び、彼ら彼

女らの能力を最大限発揮できる場と

仕事を提供することがとても重要に

なってきますから、それを大切にして

います。データ分析は、経営陣やマネ

ジャー、そして人事が人材戦略や施策

を検討するための武器だと考えてい

ます。そしてその武器は、当社固有の

ものであるほど、競争力に直結しま

す。人的資産研究所の取り組みを通し

て競争力を支え、社員の活躍や当社の

発展に貢献したいと考えています。

大切にしていることは？Q.

役割と仕事内容は？Q.

キャリアとスキルは？Q.

人を活躍させるための武器をつくる
セプテーニ・ホールディングス　人的資産研究所進藤竜也氏

進藤氏のキャリア

進藤氏の“立ち位置”

主に採用、育成、配置に役立
てるために、「人材育成エン
ジン」による分析を依頼

採用、育成、配置に役立つ分析結果を
提示し、解決策をともに検討する。
組織全体のデータ分析から導き
出した組織の課題をレポートと
して配信

人と組織の課題をデータ分
析から提示

経営陣

人的資産研究所
進藤氏＋2名

事業部門長

人事部

社内に眠っていたデータを採用活動に
効果的に活用できないかを考え、試行錯
誤していた

マネジャーの進藤氏、2人の研究員で現
場の分析ニーズに応えつつ、活用範囲
を広げるため、誰でもデータ分析が行
えるシステム開発を行う

大学理工系学部を卒業

セプテーニ・ホールディングス
入社。新卒採用チームに配属

人的資産研究所の設立と
同時に異動、マネジャーに

「人が育つ」仕組みを科学するプロジェ
クトに参加。データを活用したシステ
ムを開発。システムを通じて、現場や人
事に業務支援を行う

「裏」プロジェクトとして
「人材育成エンジン」を開発
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　大学、大学院でコンピュータサイ

エンスを学び、博士号を取得。ずっと

人間の知性に関心がありました。大

学で助教を務め、アカデミックな世

界で研究を続けながら、Webのデー

タマイニング技術を使ったベン

チャーを立ち上げました。DeNAに

入社したのは、ビジネスの世界での

データ活用を本格的にやってみた

かったからです。入社後はゲーム事

業を中心に、ユーザーの行動ログか

ら感情を分析する、セールスプロ

モーションの効果を測るなど、デー

タ分析に携わってきました。

分析の実務に加えて、マネジャーも

経験。４人から60人のチームを率いま

したが、完全にアナログのマネジメン

トでした（笑）。マネジャーとして働く

なかで、もっときちんと人事データを

取得して活かせるようになればいい

のに、と思ったこともあって、人事部

に自ら手を挙げて異動しました。

　採用・事業部人事（BP）・労務などの

チームから依頼を受け、データのデ

ザインや分析を行っています。デー

タ活用においては、データのデザイ

ンがとても重要です。なぜデータ活

用が必要なのか、人事課題は何かを

各チームとディスカッションし、そ

れを明らかにしたうえで、KPIを設定

します。そして、分析結果を想定して

そこから次にどのようなアクション

を取るべきか示唆するところまで常

に考えるようにしています。

　そのため、人事でデータを扱うな

らば、データのプロというだけでな

く人事業務のフローを理解しておく

必要があります。具体的なアクショ

ンにつながるような有効なアドバイ

スができないからです。１人でデー

タ・人事業務両方に精通していなく

てもいいのですが、チームの能力と

してデータと人事業務の高度な知

識・経験が求められると思います。

　現在、私自身は、データ分析から人

事課題を発見し、ヒューマンリソー

ス本部長に提示する役割も担ってい

ます。たとえば異動の調整などは、

データを使ってやったほうがいい。

今、従業員数は約2400人ですが、今後

より拡大していくと、手作業では難

しくなります。現状では、マネジャー

やBPの意思決定は「自分で見聞きし

たこと」というアナログ情報による

ものが多いため、データという新し

い材料も与えたいと考えています。

また、人事のKPIが曖昧なので、デー

タの可視化により、KPIを明確化し

たいという思いもあります。

　データ分析に長く携わり、わかって

きたことは、データだけでは未来の行

動は予測できないということです。た

とえば、ソーシャルゲームにおいて

は、ユーザーデータを分析すれば、

ゲームを楽しいと感じているのか、つ

まらないと思っているのかを明らか

にすることができます。ただし、この

分析結果に基づいてゲームをつくっ

てもうまくいきません。プロデュー

サー本人が「こうしたい」という強い

思い、Willを持つことが重要です。人

事においても、どのような人とどんな

組織をつくりたいのか、人事トップ

がWillを持たなければなりません。

それを実現するために、まずは現状を

定量化し、定性的に仮説を立てて検

証し、アクションしてみる。そこでまた

定量化し、施策がうまくいかなければ

次の方法を一緒に考える。それがデー

タアナリティクスに携わる私たちに

求められていることだと思います。

大切にしていることは？Q.

役割と仕事内容は？Q.

キャリアとスキルは？Q.

アクションプランの提示までを常に意識
ディー・エヌ・エー（DeNA）　ヒューマンリソース本部　シニアマネジャー友部博教氏

友部氏のキャリア

友部氏の“立ち位置”

と組織の課題を人と
タ分析から提示データ

それそれぞぞれのチれのチチれのチチームーームームムかららデデデーータタ
分析の分析の相談を相談相談を受ける受ける

析の目的に合わデータ分析
アクションを検せて、次のア
でのデータ活討できるまで
ンをする。実際用のデザイン
収集、分、分分分分分分析 結析 結析 結析 結析、結析にデータを収
でを行行行行行ううう果の提示ま

友部氏＋2名の
データ活用チーム

経営陣
HR本部

採用チーム

労務チーム

BPチーム

大学、企業という異なる場でデータ活用
に関する知識、経験を深めていく

ゲームのログデータの分析からスタート
し、全社横断的分析チームのマネジャー、
ゲームプロモーションの分析チームのマネ
ジャーなどを務める。4～60人のマネジメ
ントを経験、人に対する興味が深まる

情報理工学で博士号を取得

名古屋大学、東京大学などで
助教を務めながら
ベンチャーを起業

DeNAに入社

データの一元化を本格的に実施。勤怠管
理データとパフォーマンスの分析など
を行い、人事トップや事業部人事に課題
を伝える。行動データの取得など、新し
い試みにも取り組む

希望して人事部に異動
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　もっとマッドサイエンティスト的

な人たちだと思っていたのに―。

それが、私たちが取材後、抱いた感想

である。データのみをひたすら愛し、

日々PCに向き合いながら、「データ

によれば、この人は異動させるべき」

と言い切る。そんな人々をイメージ

していた。しかし、その思い込み（と

半ば期待）は簡単に崩れた。

　ここまでお読みいただき、多くの

方は気づいたに違いない。彼らは明

らかに一般の（しかも優れた）人事部

員と同じマインドセットや行動スタ

イルを持つ、と。彼らは人を観察する

こと、人と話すことが好きである。分

析したデータ結果を見て、それだけ

で何かを判断するのではなく、「本当

にそうか」とリアルな人の動きや表

情を現場に見に行き、その人たちの

言葉に耳を傾ける。

　そのような行動スタイルを持つ理

由は、目的意識が明快であるからだ

ろう。「イノベーティブな職場をつく

る」「事業に貢献する」。そのために、

データを使って経営や事業に資する

パートナーでありたいと彼らは言

う。「データで表出すること」という

従来は使われてこなかった定量情報

を検証するために、あるいはデータ

活用の課題設定をするために、「顔を

見てわかること」という定性情報の

獲得が重要だと考えている。定量・定

性という多面的な分析結果から課題

を提示するからこそ、相手にも信頼

される。たとえ相手が経営トップで

も人事トップでも、彼らの言葉に耳

を傾けるのだ。

　そして、全員がデータサイエンスを

大学で学んだわけではないし、理系の

バックグラウンドを持っていない人

もいる。また、人事部で長い経験を積

み重ねた人ばかりでもない。そうで

あっても人事エンジニアたちは、デー

タ分析と人事のスキルの両方を、一定

のレベルで有する。足りないデータ分

析や統計学の知識やスキルは独学で

獲得し、人事実務の経験がなければ、

人事部員との対話や現場の業務をつ

ぶさに見ることで獲得しようと努め

る。「データ分析のうえで見えた課題

を解決するために、次のアクションプ

ランまで提示するには人事実務を知

らなければ」と、DeNAの友部氏は言

う。人と組織をもっとよくする、とい

う目的に立てば、データと人事実務と

いう両面に長けていなければならな

いということなのだ。

人事エンジニアとは
どんな人たちか

ンティスト的

たのに―。

、抱いた感想

たすら愛し、

がら、「データ

させるべきき」

ジ

と

の

明

にそうか」とリアルな人の動きや表

情を現場に見に行き、その人たちの

パートナーでありたいと彼らは言

う。「データで表出すること」という

タ

き」

かりでもない。そうで る。「データ分析のうえで見えた課題

主に採用、評価、配置、人材育成など
において、人事の意思決定をデータ
で支援する人たちである

データ分析によって人と組織に関
する課題を見つけ、経営や人事トッ
プに伝える役割を果たしている

データサイエンティストであるより、
経営や事業のパートナーでありたい人
たちである

データ分析に加え、「人に会う」「人と
対話する」ことをとても大事にする人
たちである

人事部員かつ、データ分析の経験、
知識を持つ人たちである

スキルは「仕事をしながら」「独学」で、と
いう人も。必ずしも大学などで学んだ人
ばかりではない

課題を提示するだけでなく、その解決に向
けたアクションまでを提示することで、課
題解決に貢献したい人たちである

行動スタイル

仕事・役割

志向

経験・能力・スキル
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　人事とテクノロジーは急速に緊密

になりつつある。それを指摘してい

るのが、米国ミシガン大学教授のデ

イブ・ウルリッチ氏が中心となって

研究する「人事コンピテンシーモデ

ル」の2016年版である。多くの読者

諸氏が知るとおり、この調査は1987

年から30年にわたって定期的に、世

界各国の人事部員および人事部門内

外の上司・部下・同僚による評価に

よって、人事部員に求められるコン

ピテンシーを明らかにしてきたもの

だ。最新の2016年版（第７版）につい

ては、日本企業も含め約1500社、約

３万人が調査に参加している。

　ここでは人事コンピテンシーモデ

ルのすべての項目については触れな

いが、2016年版では、９つのコンピテ

ンシーが特定されている。そのなか

で私たちが注目したのは、人事コンピ

テンシーにテクノロジーの活用にか

かわる項目が２つもある点だ。その

項目は次のとおりである。

Analytics Designer and Interpreter：

　ビジネス・人事データを管理・処理

　し、意思決定のためにそれを解釈、

　活用する

Technology and Media Integrator：

　好業績な組織づくりを後押しする

　ためテクノロジーやソーシャルメ

　ディアを活用する

＊それぞれのコンピテンシーの日本語訳は、日本
能率協会HPより引用

　2012年版（第6版）の人事コンピ

テンシーモデルのテクノロジーに関

するものは、Technology Proponent

（テクノロジーの提案者）の１つのみ。

2016年版では数が増えたのと同時

に、その内容も、意思決定のための

データ活用、パフォーマンスの高い

組織づくりを目指すためのテクノロ

ジーやメディアの活用というように、

より具体的になっている点が興味深

い。人事部内外から人事部員にデー

タやテクノロジー活用のスキルや素

養を求める声が高まり、人事部員本

人もそれらが必要であると考えるよ

うになってきたということだ。

　では、具体的にこの２つのコンピ

テンシーを持つ人事部員は、組織に

どのような価値をもたらすのか。ウ

ルリッチ氏は、「Technology and 

Media Integrator、Analytics Designer 

and Interpreterには、それぞれ発展段

階があります。これらの段階をしっか

り認識し、それぞれをマスターした人

事プロフェッショナルは、より高い価

値を発揮できるでしょう」と説明する。

　まず、Techno logy  and  Media  

Integratorのコンピテンシーとはつま

り、事業が高い業績をあげるよう、人

と組織にテクノロジーを活用する行

動特性だ。その発展段階をウルリッチ

氏は４段階に規定した（上図）。テクノ

ロジーによって、採用や育成、評価な

ど既存の人事施策の効率化を図る

フェーズ１、人事施策を革新する

フェーズ２、従業員がビジネスを改善

するために必要な情報へのアクセシ

ビリティを高めるフェーズ３、そして

最後のフェーズ４では、社員同士の

ネットワークづくりを支援して協業

を促し、高い成果に結びつける。

　一方、必要なデータを特定し、デー

人事コンピテンシーにも
テクノロジー活用の影響

人事の効率化・改善から
経営への貢献へ

経営や事業に貢献するための必然である

人事エンジニアの登場は
「必然」か

人事としての思いを持ちつつ、テクノロジーの活用によって人と組織を科学する人事エンジニアたち。

彼らの登場は、データ活用ブームの表れにすぎないのか、それとも必然か。3人の専門家が論ずる。

Dave Ulrich_ミシガン大学ビジネススクール教授。米国
の人事コンサルティング、組織開発などを手掛けるRBL
グループの共同創業者。世界の経営思想家のベスト50を
選ぶ「Thinker50」には常に名を連ね、2015年度は27位。
日本における近著は『人事大変革』（生産性出版）。

デイブ・ウルリッチ氏

■領域別人事施策のテクノロジーによる革新

出典：ウルリッチ氏への取材をもとに編集部作成

出典：ウルリッチ氏への取材をもとに編集部作成

Technology and 
Media Integratorの発展段階

■

Phase 1

Phase 2

Phase 3

Phase 4

人事施策のデザインとデリバリーを効率的に

人事施策のテクノロジーによる革新

テクノロジーを通じて、より情報へのアクセスを容易に

従業員を孤立させず、ネットワークづくりを支援する

人事管理業務の効率化  

人事施策のイノベーション

情報へのアクセス

ネットワークづくり

人材
採用：ビデオインタビュー・SNSの活用、ロボットの活用を含めた候補者プールの拡大
雇用契約：リモートワーク、臨時従業員の活用
能力開発：オンライン学習、。プル型トレーニングの導入
サクセションプランニング：キャリア／サクセションプランニングシステムの活用

パフォーマンス 成果達成意欲を高めることを目的とした、全社員による目標及び成果進捗の共有
オンラインコミュニケーションを活用した人事考課の自動化

コミュニケーション
従業員との情報共有
オンラインでの大規模会議の実施
顧客ニーズの把握 

組織的な活動
より多くの人たちの関与を促す意思決定プロセスの設計
評価シート、各種マニュアルのオンライン化
ベストプラクティスの共有とラーニングコミュニティの創出
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タの収集からアウトプットまでを

デザインして、意思決定ができる状

態まで分析して提供するAnalytics 

Designer and Interpreterにも、同様に

４つの発展段階がある。フェーズ１

はまず、採用時や評価、サーベイなど

のデータを整理、分析する段階だ。

フェーズ２では集めた膨大なビッグ

データを分析し、組織全体の課題な

どに関する示唆を得ようとする。そ

してフェーズ３で人事施策そのもの

が効果をあげたかどうかを測定する

段階に移行し、フェーズ４では人事

施策がビジネスにどのように影響し

たか、つまりビジネスへの最終的な

インパクトを測る（下図）。

　このように、発展段階の上に行け

ば行くほど、テクノロジーやデータ

の活用によるビジネスへのインパク

トは大きくなる。しかしながら、ウル

リッチ氏は、「多くの企業がまだ、

フェーズ１、２の段階、つまりテクノ

ロジーやデータ活用が人事部に閉じ

た段階にある」と指摘する。

　17ページの図「領域別人事施策の

テクノロジーによる革新」を見てほ

しい。これは、Technology and Media 

Integratorのフェーズ２を具体的に説

明したものだ。採用プロセスにおけ

るビデオやSNSの活用、リモートで

働く従業員の支援、評価におけるシ

ステム活用など、いずれもテクノロ

ジーなしにはなし得なかった、ある

いはなし得ない革新である。

　今、多くの人事部が（程度の差こそ

あれ）取り組んでいるのは、いかに人

事施策をテクノロジーによって進化

させるか。ここを目標とする企業は、

今、フェーズ２にあるといえる。「本

来、人事部の果たすべき役割は経営や

事業への貢献。ですから、経営や事業

にインパクトをもたらすために人事

部員が持つべきものが人事コンピテ

ンシーなのです。人事がビジネスにイ

ンパクトを与えるためにテクノロ

　日本企業が置かれた環境の変化と

いう側面からも、人事エンジニアが

登場する必然性があるようだ。

 「好むと好まざるとにかかわらず、多

くの企業で人事データの活用を進め

ざるを得なくなっています。日本企業

を取り巻く事業環境に変化が起こっ

ているためです」と指摘するのは、日

本企業の人事データの活用に詳しい

東京大学教授の大湾秀雄氏である。

 「スタンフォード大学名誉教授だっ

た青木昌彦さんの『双対原理』では、

組織が効率的であるためには、情報

構造が分権的である組織は集権的

な人事機能で補完することが必要

であり、一方で情報構造が集権的で

ある組織は分権的な人事機能で補

完することが必要だと述べられて

います。多くの日本企業は従来、前

者の情報構造分権・人事機能集権型

をとってきました」（大湾氏）

　情報構造が分権的な組織とは、組

織の下位の人に権限が委譲され、横

の情報共有や連携を通じて意思決定

がなされることを示す。「そうした組

織を支えるのは、部門や職種に閉じ

ジーやデータを活用しようとするな

らば、フェーズ１、２の人事部内に閉

じた、人事施策の効率化や改善のため

だけに使っている状態を脱して、ビジ

ネスを支援し、ビジネスに寄与する

データやテクノロジーの活用へと移

行しなければなりません。もちろん、

それらを扱う人事部内のデータアナ

リストたちは、ビジネスに貢献すると

いう強い意識を持つべきでしょう。人

事は人事のためではなく、ビジネスの

ためにあるのです」（ウルリッチ氏）

　先に登場した４人の人事エンジニ

アたちの発言を振り返ってみる。全

員が口を揃え、ビジネスへの貢献を

強調していたのはとても印象深い。

彼らと彼らが所属する人事部は、ビ

ジネスに貢献するため、そして意思

決定の支援をするためデータを活用

する、という２つのコンピテンシー

を保有しているといえよう。

　たとえば、DeNAの友部氏は事業部

人事を通じて現場の人と組織の改善

のためにアクションプランを提示し

ようとし、Nittoの山崎氏は主に研究

開発部門を対象に、イノベーション

が起きる組織づくりを支援するため

に、人の配置、組織の構成を科学する

ことを試みる。つまり、フェーズ１、

２の人事部内に閉じたテクノロジー

活用を脱しようとしているのだ。

　人事エンジニアの登場は、人事が

本来果たすべき経営や事業への貢献

という役割を担うため、そこで必要

とされる新しいテクノロジーを活用

するための必然だと言えそうだ。

人事エンジニアには
事業貢献の意識が必要

事業環境の変化によって
データ活用は必然に

変化する事業環境に適応するための必然である

大湾秀雄氏
Owan Hideo_東京大学社会科学研究所教授。東京大
学理学部卒業後、野村総合研究所でエコノミストを
務める。コロンビア大学経済学修士。スタンフォード
大学経営大学院博士課程修了（Ph.D. in Business）。
ワシントン大学オーリン経営大学院助教授、青山学院
大学国際マネジメント研究科教授などを経て2010
年から現職。企業の人事政策、組織設計、チーム生産、
企業内イノベーションに関する理論および実証研究
を行う。近著に『日本の人事を科学するー因果推論に
基づくデータ活用』（日本経済新聞出版社）がある。

Analytics Designer and 
Interpreterの発展段階

■

ジーや

は
意識が識が必要必要

Phase 1

Phase 2

Phase 3

Phase 4

従業員データおよび人事施策に関する指標 （従業員の構成、評価履歴など）を可視化

人事ビッグデータ分析から、人と組織に関する本質的な課題を見抜く

人事施策の効果（従業員数、総額人件費、能力開発など）を測定

人事施策のビジネスへのインパクト（経済的成果、市場への影響など）を可視化

HR スコアカード 

人事インサイト

人事施策の効果測定

ビジネスへのインパクト

出典：ウルリッチ氏への取材をもとに編集部作成
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ない職能横断的な知識、経験を持っ

たジェネラリストです。そういう人

材を育むために、人事部は採用や

ジョブローテーションを計画的に行

い、長期的な評価に基づく全社一律

の処遇を提供していかなければなり

ません。つまり、人事機能は人事部に

集権化し、現場は人材の採用や育

成、配置、評価に関して人事部に

従ってきたのです」（大湾氏）

　一方で、後者の情報構造集権・人事

機能分権型が多いのは米国企業であ

る。意思決定権限を経営トップが握

り、その意思決定に沿って現場は、

成果をあげるために必要な人材を採

用、育成する。人事機能が現場に分

権化されており、人事はそれを支援

することが主な役割となっている。

　近年、日本企業もこの米国企業の

ありように近づきつつある、という

のが大湾氏の主張だ。「日本型の意思

決定や人事機能が、海外のそれと互

換性がないことが企業活動のグロー

バル化を妨げています。また、人材の

属性、志向、キャリア、働き方が多様

化する昨今、これまでのように人事

が全員を把握するのは難しく、採用、

育成、配置、評価などの人事機能を

現場の管理職に移管する必要が出て

きました。さらに、グローバル競争の

激化によって、人材を含めた経営資

源の再配分をスピーディに行う必

要が生じ、部門間の利害を超えた最

適な意思決定を一元的にトップが行

う仕組みが求められるようになった

のです」（大湾氏）。意思決定の経営

トップへの集権化に関していえば、

現場からの情報の集約がITによっ

て容易かつ安価になったことも、変

化を促進する材料になっている。

　つまりグローバル化、人材の多様

化、IT化というどの企業も直面して

いる環境変化が、意思決定の集権化

と人事機能の分権化を促している。

「現場への人事機能の移管によって、

その事業に必要な専門知識・スキル

のある人を現場のマネジャーが採用

し育てることになります。現場のマ

ネジャーがそれぞれの考え方、ニー

ズ、やり方で人事施策を実行するの

ですから、人材の採用がうまくいっ

ているのか、育成が機能しているの

か、ジョブアサインメントは最適化で

きているのか、あるいは問題が起

まで回すこと、つまり現場で本当に

人事施策が効力を発揮し、人々が生

き生きと働いて成果を出しているの

かを検証し、改善提案を行うのが、人

事の役割として重要になってきたと

いえるでしょう」（大湾氏）

　４人の人事エンジニアたちへの取

材を通じ、私たちが気づいたことが

ある。彼らが事業部、あるいは事業部

に寄り添う事業部人事ととても近い

存在であることだ。事業部や事業部

人事と対話し、そこから課題を見つ

けてデータを収集・分析して次にど

うすべきかアクションプランを示そ

うとしている。大湾氏のいう人事機

能の分権化が一部起こり、現場での

採用の意思決定や育成を支援する形

にまで進化しているように見える。

　大湾氏は、ここ数年、「人事情報活

用研究会」を主宰し、企業の人事マネ

ジャーとともにデータ活用の方法を

模索してきた。現状、人事部員は文系

出身者が多く、統計学に親しんだ人

は少ない。「データ活用をしようとす

るならば、できれば統計学を学んだ

人材を人事部に配置したほうがいい

でしょう。私の研究会では統計学初

心者が多かったですが、一定の知識

を学んでもらうことで、かなり分析

ができるようになる人は少なくあり

ません」（大湾氏）

　ただし、データ活用ができるよう

になるかどうかは、「何より、『この会

社をもっとよくしたい』『このままで

はまずい』といった会社や従業員へ

の愛や危機感があるかどうか」（大

湾氏）だという。Nitto・山崎氏が人事

エンジニアの条件としてあげた「会

社愛」は、私たちにとって意外な言葉

であったが、確かに会社や従業員へ

の愛や危機感なしには、本当の人事

課題を探索し、それを乗り越えるた

めにどのようにデータを活用するの

か、というところまで深く入り込ん

ではいかない。愛や危機感があれば、

セプテーニの進藤氏のように、新し

いスキルを学ぶこともいとわなくな

るだろう。

　人と組織を変えようと、現場に寄

り添いプロアクティブに動く人事エ

ンジニアたちは、まさに人事が新し

い時代へと移行する１つの象徴にな

り得る存在だ。

こっていないのか、人事がモニタリ

ングをしっかり行う必要がありま

す。そのとき重要なのは、データ活用

による分析と検証、フィードバック

なのです」（大湾氏）

　ただし、「分権化といっても、将来

の幹部候補の採用、選別と育成、あ

るいは戦略に適した組織や人事制度

の設計といった現場任せにできない

分野については、人事部が引き続き

集権的に進めなければいけない」（大

湾氏）という。集権的に進める戦略人

事と、分権化された機能を支援する

人事という２つの役割の切り分けが

進んでいく。

 「これまで、人事領域のみがPDCAサ

イクルを回す、ということを求めら

れてこなかった」と、大湾氏は強調す

る。「生産現場や営業、商品開発の現

場では、PDCAが普通に回っていま

す。人事や組織改革においては、計画

（Plan）と実行（Do）で終わってしま

い、評価（Check）やそれに基づく改善

策（Action）の議論まで至らないこと

がほとんどです。データの取得、蓄積

はテクノロジーの進化によって容易

になったのですから、Check とAction

現場に寄り添う
人事エンジニアたち

求められる
会社や人への「愛」

■人事機能の変化

各事業部
各事業部

各事業部が、採用、育成、配置、評価などの権限を持つ人事部が下した人事上の意思決定に従っていた

現場の採用、育成、配置、評価などを支援し、組織の健全度をモニター
するためのデータ収集・分析を行う分権化された機能の支援というサ
ポート人事と、集権的に進める戦略人事という異なる役割に分化

ジェネラリスト育成のために、採用、育成、配置、
評価などが人事に集権化された

集権的な人事部
分権的な人事部 集権的な人事部

指示・命令 意見交換・アドバイス 指示・命令
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戦略に適した組織や人事制度の設計

育成採用 配置 評価

現場で本当に

人々が生

るの

多かったですが、一定の知識

従来の日本企業 これからの日本企業
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ジョブローテーションを計画的に行

い、長期的な評価に基づく全社一律

の処遇を提供していかなければなり

ません。つまり、人事機能は人事部に

集権化し、現場は人材の採用や育

成、配置、評価に関して人事部に

従ってきたのです」（大湾氏）

　一方で、後者の情報構造集権・人事

機能分権型が多いのは米国企業であ

る。意思決定権限を経営トップが握

り、その意思決定に沿って現場は、

成果をあげるために必要な人材を採

用、育成する。人事機能が現場に分
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ありように近づきつつある、という

のが大湾氏の主張だ。「日本型の意思

決定や人事機能が、海外のそれと互

換性がないことが企業活動のグロー

バル化を妨げています。また、人材の

属性、志向、キャリア、働き方が多様

化する昨今、これまでのように人事

が全員を把握するのは難しく、採用、

育成、配置、評価などの人事機能を
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きました。さらに、グローバル競争の

激化によって、人材を含めた経営資
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要が生じ、部門間の利害を超えた最
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のある人を現場のマネジャーが採用

し育てることになります。現場のマ
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ですから、人材の採用がうまくいっ

ているのか、育成が機能しているの

か、ジョブアサインメントは最適化で

きているのか、あるいは問題が起

まで回すこと、つまり現場で本当に

人事施策が効力を発揮し、人々が生

き生きと働いて成果を出しているの

かを検証し、改善提案を行うのが、人
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材を通じ、私たちが気づいたことが
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　人と組織を変えようと、現場に寄

り添いプロアクティブに動く人事エ

ンジニアたちは、まさに人事が新し
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り得る存在だ。

こっていないのか、人事がモニタリ

ングをしっかり行う必要がありま

す。そのとき重要なのは、データ活用

による分析と検証、フィードバック

なのです」（大湾氏）

　ただし、「分権化といっても、将来

の幹部候補の採用、選別と育成、あ

るいは戦略に適した組織や人事制度

の設計といった現場任せにできない

分野については、人事部が引き続き

集権的に進めなければいけない」（大

湾氏）という。集権的に進める戦略人

事と、分権化された機能を支援する

人事という２つの役割の切り分けが

進んでいく。

 「これまで、人事領域のみがPDCAサ

イクルを回す、ということを求めら

れてこなかった」と、大湾氏は強調す

る。「生産現場や営業、商品開発の現

場では、PDCAが普通に回っていま

す。人事や組織改革においては、計画

（Plan）と実行（Do）で終わってしま

い、評価（Check）やそれに基づく改善

策（Action）の議論まで至らないこと

がほとんどです。データの取得、蓄積

はテクノロジーの進化によって容易

になったのですから、Check とAction

現場に寄り添う
人事エンジニアたち

求められる
会社や人への「愛」
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するためのデータ収集・分析を行う分権化された機能の支援というサ
ポート人事と、集権的に進める戦略人事という異なる役割に分化
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　既に大湾氏が指摘しているよう

に、従業員の属性、志向、キャリア、働

き方が多様化しているため、データ

活用によってそれらをつぶさに把握

し、よりニーズにあった人事施策を

提供する必要が出てきている。この

動きを、法学者たちは注視している。

　データ活用と法律というトピック

では、私たちはまず、「個人情報保護」

の問題が論点として思い浮かぶ。し

かし、それよりももっと根源的な問

題がある。「データ活用を憲法に照ら

したとき、『個人の尊重』をいかに担

保するかを考える必要があるので

す」と、憲法学を専門とする慶應義

塾大学教授・山本龍彦氏は話す。

 「憲法において『個人の尊重』が意味

することとは、『個人を概括的に見な

い』『一人ひとりを具体的に見る』こ

と。これは、近代以前の固定的身分に

よって、個人を概括的に判断し、人々

の生き方を規定してきたことに対す

る反省なのです」（山本氏）

　たとえば江戸時代までの「士農工

商」という身分制度にあっては、たと

えその人にどのような能力があった

（あるいはなかった）としても、武家、

農家、職人の家、商家に生まれた時点

で職業選択は限定される。個人の能

力や志向よりも身分のほうが、その

人の個性を表すものとして優先され

てきた、ということだ。

 「こうした『個人を概括的に見る』傾

向は、身分制度がなくなった今でも

残っています。人種、性別、年齢など

によって、『この仕事はできるはず』

『この役職は任せられないだろう』と

いう判断をしてしまうバイアスがそ

れです。データ活用のネガティブな

点を指摘する人たちの多くは、デー

タではじき出された確率をもとに

『当社や当社の仕事に向いている・向

いていない』という判断を、本人の志

向や努力のプロセスを無視した形で

行う可能性があると危惧しているの

です」（山本氏）

　2018年から、EUでは世界に先んじ

て、このデータ活用のネガティブな

側面に規制をかける。「EU一般デー

タ保護規則（GDPR）といって、人事

領域にかかわることでいえば、人工

知能（AI）やデータといったテクノロ

ジーのみによって行う、人が関与し

ない人事施策は禁止となります。EU

加盟国においては、採用や評価でテ

クノロジーを活用したとしても、人

が意思決定をするプロセスを必ず一

部入れなければならなくなります」

（山本氏）

　AIやデータはバイアスを持たない

ため逆にフェアではないか、という

人たちもいる。しかし、判断の基準と

なるデータに、「これまで活躍してき

た人材」という指標を入れたとき、特

定の人が結果的に優位・劣位になる

重み付けがなされてしまうことがあ

る。たとえば従来の日本型雇用シス

テムでは、男性が活躍しやすい仕組

みであったため、意図せず男性が優

位に評価されることもあり得る。「AI

やデータ自体はフェアであっても、

収集や分析の指標を十分な検討をせ

ずに入れた時点で、概括的な解が導

き出されてしまう可能性もありま

す。データ活用のリスクは、データ収

集や分析の指標に主観性が加わって

も、データ化された瞬間、客観性をま

とい、それを鵜呑みにする人が出て

くることです」（山本氏）

　一方で、山本氏は「個人の尊重とい

う意味で、データ活用はポジティブ

な側面も持ち得る」と言う。「人事

部員や現場のマネジャーがいくら

つぶさに観察していても、見える部

分には限界があります。多様なデー

タを取得し、分析できるようになっ

たことにより、それまで表出してい

なかった能力、スキル、価値観が発

見され、適材適所を実現したり、

チームのなかで業績向上に貢献して

いる人を特定したり、あるいはワー

クプレイスの改善に向かわせること

もできるでしょう」（山本氏）。ローン

の与信額を年齢や性別、働いている

会社の規模で判断するのではなく、

多様なデータを分析することで、本

当にどれだけ返済能力があるのか

を見極めてから判断すべき、という

例が象徴的である。データ活用では、

個人の尊重を毀損する可能性と推

進する可能性が表裏一体であるとい

うことだ。この線引きは何によって

なされるのか。

 「個人の尊重とはつまり、個人の多様

な能力や価値観、可能性を大切にす

ること。人はできるだけ多面的に見

たほうがいい。その考え方に則れば、

データと人を合わせて視点の数を増

やすことが重要です。そして、そこに

介在する人が、人の多様な能力や可

能性を信じ、活躍させたいという思

想を持つかどうかが最終的な分かれ

目になります」（山本氏）

　日本企業にとって、ダイバーシティ

マネジメントは言うまでもなく喫緊

の課題の１つである。その時代にあっ

て、紹介した４人のような人事エンジ

ニアの登場は、やはり必然といえるの

ではないだろうか。データを自在に操

りながら、同時に現場や現場に寄り添

う事業部人事とコミュニケーション

を取り、個人をきちんと見て知ろうと

する彼らの視線の先には、一人ひとり

の力を本気で活かそうとする理想が

常にある。

のっと
データ活用のネガティブな
側面に規制をかけるEU

「個人の尊重」の毀損と
推進は表裏一体の関係

ダイバーシティマネジメントを
本格化させるための必然である

山本龍彦氏
Yamamoto Tatsuhiko_慶應義塾大学法科大学院教
授。2005年慶應義塾大学大学院法学研究科博士課
程単位取得退学。2007年博士（法学）桐蔭横浜大学
法学部准教授などを経て現職。2017年ワシントン
大学ロースクール客員教授、司法試験考査委員
（2014年・2015年）などを務める

■データ活用と個の尊重の関係

出典：山本氏への取材をもとに編集部作成

採用や評価の
システム化による
効率化を目指す

データと人の目という
多様な視点によって
個の能力の発見を
目指す

データ活用

個の尊重の毀損

個の尊重の推進
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データ活用によるKPIの設定や実際

の測定は人事エンジニアが設計でき

る。そのような協業ができれば、使う

べきデータも自ずと明らかになり、

「あれもこれも」とならず、社員に負

荷をかけることにもなりません。

―トップが明確な目的を持つこと

と同時に、データ活用を推進する後

ろ盾になることが重要なのですね。

Nitto 山崎奈都子氏（以下、山崎）：そ

う思います。私の場合、データ活用

は当初ミッションではありません

でした。そのなかで、もっとデータ

活用を進めたほうがいいと私の後

ろ盾になってくれたのが、当時の上

司であり、現在の人事担当役員で

す。人事部でデータ活用を始めた当

時は、「あの人何やっているんだろ

う」と、不思議な存在として見られ

ることもあったのですが、役員の支

援のおかげで「間違っていない」と

思えました。事業部門長に対して、

一緒にデータ活用の「営業活動」も

してくれました（笑）。

―組織文化がどのようであれば、

データ活用は進めやすいですか。

山崎：私がデータ活用という新しい

ことをやっていくうえで、とても重

要だったのはやりたいことを言った

人にチャンスが来るという組織文化

です。会議などでは、「自分はどうし

たいのか」という考えを求められ、妥

当と判断されればそれを任せてもら

えます。他社がやらないことをやる

ことをよしとする会社なのです。科

学的な人事はまだ当社では誰も取り

組んでいない領域でしたから、まわ

りも応援してくれました。

―データへの親和性を高めること

も重要でしょうか。

友部：そうですね。当社ではマーケ

ティングや開発でデータ活用が成果

を出しています。ですから人事で本格

的にデータ活用をやる、ということ

になったとき、「何かやってくれるん

じゃないか」という期待感こそあれ、

押し止めるムードはなかったです。

サイバーエージェント　向坂真弓氏

（以下、向坂）：正直、当社では人事の

データ活用がそれほどすんなりと現

場に浸透したわけではありません。

人材科学センターは「何をやってい

るんだっけ？」という異質な存在で

した。そんな状態から、まずは事業部

―まず、人事エンジニアが積極的に

活動するために、経営トップや人事

トップはどうあるべきか、というお話

を伺いたいと思います。

セプテーニ・ホールディングス　進藤

竜也氏（以下、進藤）：当社の場合、

「人材育成エンジン」の開発は、代表

の佐藤光紀の「『マネー・ボール』（＊）

のようにデータを使って“強豪チー

ム”をつくっていきたい」という考え

からスタートしました。テクノロジー

の進化に伴って、集めるべきデータの

種類やそれを何に使うか迷いが生じ

ることもありますが、私の場合、人を

育てるため、強いチームをつくるた

め、という目的が常に明確であったた

め、ブレることなくデータ活用を進め

ることができたと思います。

DeNA 友部博教氏（以下、友部）：重

要なのは経営トップや人事トップの

「Will」なのだと思います。Willを明

示するのが経営トップや人事トップ

の仕事。組織課題やどのような組織

にしたいかが明確になっていれば、

人事エンジニアが
活躍する企業の条件

“必然”として登場し、人事部を、そして人と組織をデータによって変革していこうとする人事エンジニアたち。

彼らが活躍できるのはどのような企業なのか、6～13ページで紹介した4人にディスカッションしてもらった。

組織文化はどうあるべきか

経営トップ、人事トップはどうあるべきか

向坂真弓氏山崎奈都子氏 進藤竜也氏友部博教氏

サイバーエージェントNitto セプテーニ・ホールディングスディー・エヌ・エー（DeNA）

結論：組織や人に対するWillを持つことが重要結論 組織や人に対するWillを持つことが重要

＊マイケル・ルイス著、2011年には映画化された。
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―トップや現場の社員にデータリ

テラシーは必要になるでしょうか。

進藤：必要ではないとは思いません

が、リテラシーの程度にかかわらず、

データをわかりやすく見せることも

我々の役割なのだと思います。

山崎：私たちのミッションは、デー

タの分析結果に基づいて、人にもっ

と活躍してもらうこと。事業トップ

には、データ分析スキルを身に付け

たり、データを読み込むことに時間

を費やすよりも、もっと事業の成果

をあげるために時間を使ってほしい

です。

向坂：人事におけるデータ分析とい

う私の仕事がなくなることが、本当は

理想なのです。全員にデータリテラ

シーがある状態というよりは、AIを

導入するなどして、必要なデータを全

員が労せず使えるようになるときに

こそ、データ・ドリブン・カルチャーに

真に移行するのだと思うのです。

人事の人たちを丁寧に巻き込んでい

く必要がありました。無理やり巻き

込む、というわけではなく、私が人事

の素人だったために、現場の人事の

ニーズをヒアリングしたことが結果

的には奏功しました。データの結果

を押し付けず、たとえば「こういう結

果が出たけれどどう思いますか」と

問いかけるなど、キャッチボールを

繰り返し、そのデータの確からしさ

をわかってもらって、徐々にデータ

活用に向き合う文化になってきたよ

うに思います。

進藤：データ分析の結果をレポート

として定期的に発表してきたこと

も、データ・ドリブン・カルチャーへ

の変化を促したと思います。「データ

というものは難しいのだから面白く

伝えるべき」と、上司からよく言わ

れました。内容を硬軟取り混ぜ、面

白さを前面に出して興味を引くよ

うに心掛けています。今では、会社

全体で「データを使ってみよう」と

いう機運があって、人的資産研究所

にチームや個人の状態を知るため

のデータ分析の依頼が多く来るよ

うになりました。

―人事エンジニアに必要なスキ

ル・知識とは何でしょうか。

友部：必要なのは、まずは一般的なビ

ジネススキル。そして、仮説と課題設定

能力。仮説と課題を設定するには、人

事領域の知識が求められます。また、

現場の人たちの信頼を得るには、コ

ミュニケーション能力も欠かせません。

向坂：経営や事業のパートナーに

なっていくためには、皆さんがおっ

しゃるような多面的な知識やスキル

を持たなければなりません。ただ、私

も含めて、すべてを１人で持つのは難

しい。私に足りないところを補ってく

れる分析のプロがいてくれればいい

のに、と思うことがよくあります。た

だ、そういう人を迎えようとしたと

き、人事の人が持つべき倫理観、客観

性が必須になり、それをどのように測

るかが問われます。

―人事データの時代は、人事のプロ

化の時代と言っていいでしょうか。

進藤：当社の場合は、管理部門全体が

そうですが、人事は一度配属された

ら、本人の意向に基づき人事の専門

家として育てていく傾向が強いので

す。人事は中長的な戦略を持つこと

が必要だと思いますし、データ的に

も、人が変わればその取得方法や思

想が変わってしまうので、人事デー

タ活用を進めるうえでは恵まれた環

境だと感じています。

友部：当社は事業部から人事部とい

う異動もありますが、人事のプロ化を

考えるべき時は来ていると思います。

新しい事業部が次々と出てきたり、事

業ドメインが変わったり、というなか

で、事業部がチームづくりを独自に

行っているため、その支援をする人事

はかなり専門性が高くなければなり

ません。事業ドメインが変わると、会

社全体の体制も大きく変わるので、そ

こでこそデータを使った最適配置を

人事が行うべきでしょう。もちろん、

人事が事業の理解をどのように深め

るかを同時に考えなければなりませ

んが、コンサルタント的な人事は確実

にニーズが高まると思います。

友部：必要なのは、データの「分析」リ

テラシーではなく、「読み方」リテラ

シーです。データはさまざまなとら

え方ができるため、データを一人歩

きさせることは危険です。読み方リ

テラシーの低い相手には、データを

そのまま渡さず、必ず会ってその

データの意味を説明します。そのリ

テラシーの有無は、「目的意識の有

無」で判断します。リテラシーが高い

人であれば、なぜそのデータが必要

かを質問したとき、「この目的のた

め」と明確に返ってくるのです。デー

タを分析する側にも、データの「出し

方」リテラシーが求められますね。

トップや現場のデータリテラシーは必要か

人事エンジニアをどう育んでいくか

結論：必要なのは、データの「読み方」リテラシー

結論： 人事エンジニアの時代は
 同時に人事のプロ化の時代である

結論：丁寧なコミュニケーションで
 データ・ドリブン・カルチャーをつくるデ タ ドリブン カルチャ をつくる
結論 丁寧なコミュ ケ ションで

同時に人事のプロ化の時代である
結論  人事 ンジ アの時代は

結論 必要なのは、デ タの 読み方」リテラシ
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　人事エンジニアの登場が必然だと

するならば、今は多くの企業にまだ

存在しない人事エンジニアをどのよ

うに増やし、育むべきか。

　人事データの活用において、一歩

先を行く米国企業ではどのような取

り組みが行われているのだろうか。

それを確認するために、Works誌136

号で取材したアル・アダムセン氏に、

最新状況を聞いた。すると、「データ

活用において革新を起こしている企

業はどんどん先に進んでいる」とい

う。「退職リスクを計測したり、採用

後の活躍を予測したり、また、それら

のビジネスへのインパクトを計測し

たり。そういったデータ活用は、IT企

業に留まらず、消費財やアパレル、流

通、アミューズメントなど、さまざま

な産業に広がっています」（アダムセ

ン氏）。ただし、その数が劇的に増え

たかというと、そうではないという。

「多くの企業が、サーベイや評価デー

タの整理と分析というレベルに留

まっています」（アダムセン氏）

　イノベーティブにデータ活用を行

う企業とそうでない企業の差につい

て、「人事データ活用チームのデザイ

ンが適切にできているかどうか」だ

とアダムセン氏は真っ先に挙げた。

27ページで向坂氏が指摘したよう

に、１人ですべてのスキルを備える

ことは難しい。ならば、データ活用に

よって経営に資する人事部を育むた

めに、人事エンジニアと従来型の人

事パーソンとの協業をどのように設

計し、チームを組成するのか、という

ことを考えることこそが、人事トッ

プがまずすべきことだ。

　次に、個々の人事エンジニアの育

成について考えたい。彼らには経営

や事業に資する事業部人事的な動き

　米国においては日本よりも早く人

事におけるデータ活用が本格化した

ため、データサイエンティストの採用

は積極的に行われてきた。「しかし、そ

ういう人材のリテンションに苦しん

でいます」（アダムセン氏）。理由は、人

事部のデータサイエンティストたち

に、彼らが望むキャリアパスを提示で

きていないためだ。「あらゆる領域で、

データサイエンティストの価値は高

まるばかりです。それだけに業種や領

域を問わず、引き合いも多くありま

す。データサイエンティストにしてみ

れば、職務ごとに契約を結ぶ米国の会

社では、同じ会社にいてもポジション

も求められるため、データの専門家

であれば務められるというわけでは

ない。現実的には、データや統計学の

知識・スキルを持つ人を採用し、人事

の知識・経験を獲得させていくか、あ

るいは人事部員にデータや統計学を

学んでもらうかのいずれかの方法を

採ることになろう。

　セプテーニ・ホールディングスの

進藤氏は今、まさに人的資産研究所

に入ってきた新卒メンバー２人の育

成に取り組んでいる。「私自身もそう

ですが、新しいメンバーもデータの

専門家だったわけではありません。

データ分析の技術の獲得は、専門の

会社や世に中の便利なソフトウエア

に支援してもらっています。私は、は

じめの育成ステップとして、データ

の分析の知識よりも、人事の知識を

インプットすることに注力していま

す。人事領域のことがわからなけれ

ば、現場の人事課題の理解が難しい

からです」と、進藤氏は話す。

　一方、既存の人事部員にデータ分

析スキルを身に付けさせようとす

る企業もある。「最近では人事向け

の統計学勉強会も多く開催されて

いる」（サイバーエージェント・向坂

氏）という。

　こうした勉強会への参加を促す

こと、あるいは自ら勉強会を主催さ

せることは、後に現場を巻き込むと

きに必要となる積極的な行動スタ

イルの獲得にもつながるだろう。

人事エンジニアを
どのように増やし、育むのか

キャリアパスをどう設計し、
どうリテンションするのか

人事エンジニアが活躍する　
人事部のつくり方

人事エンジニアたちが紡ぎ出した「活躍できる条件」を踏まえ、その活躍できる条件をどのように満たし、

人事部や組織をデザインしていくのか、専門家３人にインタビューした。

Al Adamsen_ タレント・ストラテジー・イン
スティテュート創業者、Executive Director

アル・アダムセン氏
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スティテュート創業者、Executive Director

アル・アダムセン氏
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アップも報酬のアップも難しい。加え

て、扱うデータの種類が多様化し、手

法もイノベーティブに進化していか

なければ、本人には成長実感も面白

さもない。だから転職という選択肢

を採り、ポジション・報酬をアップさ

せたり、より面白い仕事をしようと

考えるのです」（アダムセン氏）

　職務ごとの契約を結ばない日本企

業の状況は米国と異なる。しかし、

データを扱える人材へのニーズが高

いのは同様であり、彼らが意欲を持

ち続けられるキャリアパスを提示す

ることは重要であろう。

　アダムセン氏が提示した、人事にお

けるデータサイエンティストのキャ

リアパスの可能性は２つだ。まずは、

マーケティングなど他の領域への横

展開である。「扱うデータを変えるこ

とで、彼らの興味や向上心を維持で

きます」（アダムセン氏）

　しかし、日本の人事エンジニアた

ちは、データ活用が本格的になれば

なるほど、人事部員の専門化は進む

と言った。ならば、アダムセン氏が挙

げた２つ目の選択肢、「人事部のなか

で上に行くキャリアパス」をつくる

必要があろう。

　人事エンジニアが人事トップにな

るというのは、荒唐無稽な話ではな

い。既に述べた通り、人事エンジニア

として活躍する人たちは、データエ

ンジニアであるのと同時に優秀な人

事部員である。定量・定性の両面の情

報から人と組織を知り、課題を解決

する、あるいは会社を変革に導こう

とする態度が、人事トップへの道に

つながらないはずはない。

　そして、データ活用は人事トップ、

現場と人事エンジニアの協業によっ

てなされる。人事エンジニアたちが

それによって高い視座、広い視界を

持つことはできる。データ活用に本

格的に取り組むプロセスが、彼らの

人事トップへの道を拓くことにつな

がる可能性は十分にある。

　アダムセン氏が挙げる、データ活用

において革新を起こしている会社と

そうでない会社との違いはもう１つ

ある。「データ活用に精通した人事

リーダーがいるかいないか」だ。「人事

データ活用チームをどんな組織にし

たいのか、ビジョンを持っていること

は最低条件です。データを使えば、自

らのビジョンを実現できるかどうか

を理解できる、データに関する基本的

なリテラシーを持っていることが求

められます」（アダムセン氏）

　Recruit Institute of Technology前

推進室長であり、現在は介護・認知症

ケアの分野でのIT活用を進める、デ

ジタルセンセーションの石山洸氏は

言う。「科学の知識があれば、単なる

フィクションをより説得力のあるサ

イエンスフィクションにすることが

できるのと同様に、人事リーダーに

データリテラシーがあれば、組織を

よくする手法にデータ活用が加わ

り、その幅が広がって、確からしさも

加えることができる。データリテラ

シーはいわば、“妄想力”を高める力と

もいえるでしょう」

　ただし、「データ活用を本気で進

めようと思ったとき、データリテラ

シーだけでは足りません。データリ

テラシーとモデルリテラシーの両

方が必要」（石山氏）だという。

　モデルリテラシーとは、経営課題

や人事課題の解決のための道筋を

構造化する力だ。「たとえば、データ

リテラシーがあれば、現時点で『売れ

る営業』とはどのような人材かを

データで明らかにすることができま

す。しかし、営業の現場では主要商品

がAからBに移行する時期にあり、

新しい商品Bを売れる人材を特定し

たいというニーズがある。このよう

な場合、事業戦略を理解し、Bの商品

を売れる人材の要件を測る指標の

仮説を立てなければなりません。こ

ういうモデリングのためには、その

領域に関する深い知識と現場経験

が必要なのです」（石山氏）

 「データ活用を本格的に進めようと

思えば、人事トップ、人事エンジニア、

事業の現場のすべてがデータリテ

ラシーとモデルリテラシーを持って

Ishiyama Kou_デジタルセンセーション 取
締役COO

石山 洸氏

人事トップや現場はどのように
データリテラシーを身に付けるか

■双方向の学びによって、それぞれのリテラシーを高め合う

出典：石山氏への取材をもとに編集部作成

人事トップ
事業の現場

モデルリテラシー データリテラシー

人事エンジニア

経営課題・人事課題の構造化

データ分析・解釈の手法
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　データを現場で使ってもらうため

に、人事エンジニアたちはデータ・ド

リブン・カルチャーを丁寧につくって

いった。その主な手法は、事業部人事、

人事トップ、現場の事業部門長など、

データを使ってほしい人との丁寧な

対話だ。Nittoの山崎氏が「『営業する

人事』であろうと心がけている」と言

うように、データ活用の理解を深める

ために、データに対する興味を喚起し

つつ、データから導き出した結果を説

明する、といった姿勢が求められる。

 「驚きを与えることも重要」だとセプ

テーニ・ホールディングスの進藤氏

は言う。「たとえば、社内のあるイベ

いたほうがいい」とも、石山氏は強調

する。ただし、それぞれ持つべき分量

のバランスが変わる（下図）。人事

トップと現場は人事や現場の定性情

報をより手に入れやすいため、モデ

ルリテラシーを相対的に多く持つ

べきだという。現在の人事トップや

現場の課題は、「テクノロジーに関す

るインプットが少ないなかでモデリ

ングが完結してしまっているとこ

ろ」（石山氏）だという。この課題を解

決するための方法論として、「トップ

や現場は、人事エンジニアにビジョ

ンや現場の情報、課題とその優先順

位付けを説明して、それと同時に

データを使えば何ができるかを人事

エンジニアから学ぶ、という双方向

の学びによって、お互いが足りない

リテラシーを伸ばしていくことがで

きます」（石山氏）

　人事エンジニアたちが指摘した、

データの「読み方」リテラシーを、中央

大学大学院特任教授の中島豊氏も重

視する。「あるデータが示されたとき、

その数字に対する違和感をきちんと

持てるかがまず重要です」（中島氏）。

たとえば、サーベイの結果が「３」と

出てきたとする。でも、組織には不満

が蔓延しているような気がする……。

「そのとき“３”という平均値の後ろに

隠れているものを精査しようと思う

かどうか。“１”と“５”が多いのか。そ

れともほとんどが“３”なのか。データ

の信頼性を判断し、データ取得方法

の適正性を見極めることが、人事

トップの役割なのです」（中島氏）

　そうした役割を果たすためには、

「人事トップは統計学の基礎は学ん

でおくべき」（中島氏）だという。「米

国のMBAでは、必ず統計学を学ばさ

れます。日本の大学や大学院では、経

済学を専攻する一部の学生だけが学

ぶ。データ活用が本格的になってい

く時代においては、統計学は基礎的

なビジネススキルの１つになってい

くはずです」（中島氏）

ントの応募者を経年で分析すると、

実は退職率が高いことがわかりまし

た。通常、この種のイベントに応募す

るのはモチベーションが高い人材だ

と多くの人が考えていましたが、何か

環境変化を求めている人材である

ことも間違いありません。そういう人

材には変化や刺激を与えていくこと

が重要、といった話は、データ活用に

対する興味を喚起します」（進藤氏）

　データはこうなので、この通りにし

てくださいと言っても、人は動かな

い。「難しい技術の話をする前に、まず

は信頼関係をどのように構築するか

が重要」だと石山氏は強調する。石山

氏が取締役を務めるデジタルセン

セーションは、フランスの企業と提携

し、介護の現場にAIを入れ、介護の質

を高める事業を行っている。「介護現

場で働く人にとっては、“AIって何？”

という状態。そういう人たちに技術の

有効性をいきなり説明しても、懐疑的

になりがちです。ですから研修のス

タートは、まずは全員でPPAPを踊る

（笑）。一体感と興味を持ってもらうこ

とから始めます。こういう工夫が、難

しい技術の世界観を現場に入れてい

く第一歩です」（石山氏）

　では、データ・ドリブン・カルチャー

を醸成するために、人事トップには

何ができるのか。１つは、人事エン

ジニアと現場をつなぐ支援である。

今回、登場した人事エンジニアが所

属する企業の多くはIT企業であり、

Nittoはエンジニアが多いメーカー

だ。それでも、データへの親近感は部

門によって濃淡がある。山崎氏は、

「まずは研究開発の部門という、デー

タに慣れている部門で活用が始まっ

た」と言う。ただし、若手、あるいは特

定の部門しか経験していない人事エ

ンジニアにとっては、どこに「営業」

したらいいかわからない。全社をよ

く知る人事トップが、データ活用に

積極的になり得る、その面白さや価

値を知る部門を特定することが人事

エンジニアの活躍の場を広げる。

　また、「何のためにデータを使うの

か」という目的を、現場に対して人事

トップの言葉で伝えることも重要だ

と中島氏は言う。「一人ひとりがハッ

ピーに働ける状態をつくる、必ずあ

なたたちのためになるのだ、と明確

に発信すべきです。“データがこう

いっているからこうだ”というよう

な、人間や組織のラベリングに使わ

ないこと。個人に役立つデータの使

い方をすること。それを約束し、裏切

らなければ、自ずとデータを信頼し

ようというカルチャーが形成される

はずです」（中島氏）

Nakashima Yutaka_中央大学大学院戦略経
営研究科 特任教授

中島 豊氏

データ・ドリブン・カルチャーを
いかにつくるか
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（笑）。一体感と興味を持ってもらうこ

とから始めます。こういう工夫が、難

しい技術の世界観を現場に入れてい

く第一歩です」（石山氏）

　では、データ・ドリブン・カルチャー

を醸成するために、人事トップには

何ができるのか。１つは、人事エン

ジニアと現場をつなぐ支援である。

今回、登場した人事エンジニアが所

属する企業の多くはIT企業であり、

Nittoはエンジニアが多いメーカー

だ。それでも、データへの親近感は部

門によって濃淡がある。山崎氏は、

「まずは研究開発の部門という、デー

タに慣れている部門で活用が始まっ

た」と言う。ただし、若手、あるいは特

定の部門しか経験していない人事エ

ンジニアにとっては、どこに「営業」

したらいいかわからない。全社をよ

く知る人事トップが、データ活用に

積極的になり得る、その面白さや価

値を知る部門を特定することが人事

エンジニアの活躍の場を広げる。

　また、「何のためにデータを使うの

か」という目的を、現場に対して人事

トップの言葉で伝えることも重要だ

と中島氏は言う。「一人ひとりがハッ

ピーに働ける状態をつくる、必ずあ

なたたちのためになるのだ、と明確

に発信すべきです。“データがこう

いっているからこうだ”というよう

な、人間や組織のラベリングに使わ

ないこと。個人に役立つデータの使

い方をすること。それを約束し、裏切

らなければ、自ずとデータを信頼し

ようというカルチャーが形成される

はずです」（中島氏）

Nakashima Yutaka_中央大学大学院戦略経
営研究科 特任教授
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データ・ドリブン・カルチャーを
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いない。そう感じさせる発言が、イン

タビューでいくつも聞かれた。セプ

テーニ・ホールディングスの進藤氏

は、「今は上司や人事が気づいていな

かった個の強みを明らかにすること

に注力しているが、今後は本人すら

自覚していない特性や強みまで明確

化したい」と話し、DeNAの友部氏

は、「自己アピールが苦手な人も適

切に評価・処遇できるようにしてあ

げたい」と語った。

　彼らは多様な「個」の可能性を可視

化するために、データをフル活用し

ようとしている。彼らの登場は、多様

なすべての「個」を活かす人事の始ま

り――特定の（声の大きな）個だけが

得をしてきた人事からの決別――と

いえるのではないか。

　そもそも、多様なすべての「個」を

活かすために、人事がすべきは、声の

大小にかかわらず、各人の強みや志

向性を的確に把握したうえで適材適

所を実現すること、そして成果を公

正に評価し、各人の処遇に反映でき

るような人事システムを構築するこ

とである。要は、人事の「個別化」が必

要になるのである。

　人事の「個別化」という考え方自体

は以前から提唱されてきたが、いま

だ実現していない。その最大の理由

は、人材と仕事との関係を十分に「科

学」しきれていなかったということに

尽きる。たとえば、アサインメント一

つ取ってみても、複雑性は極めて高

い。なぜなら、１つのジョブをどのよ

うなタスクに分解するべきなのか、誰

と組ませるとシナジーが最大化する

のか、人材育成をどの程度考慮するの

かなど、考えるべき変数が多いから

だ。その結果、いまだに、人事部や現

場のマネジャーが勘と経験を駆使し

てアサインメントを決定するケース

が散見されるのである。

　長年人事部が手をつけられなかっ

た人事の「個別化」に対して、人事エ

ンジニアは、データの力で解をもたら

そうとしている。現時点で人事エンジ

ニアたちが注力しているのは、アサイ

ンメントを科学することだ。たとえ

ば、サイバーエージェントの向坂氏

は、社員それぞれのモチベーション

とパフォーマンスとの関係を分析し

たうえで、事業部人事と共同でアサイ

ンメントを見直している。

　しかし、人事エンジニアが活躍でき

るフィールドは、アサインメントにと

どまらない。人事領域でデータとして

分析可能な情報は既に数多くある。評

価履歴、給与水準、勤怠実績、適性検

査・個人面談の結果などだ。これに加

え、近年では、バイタルデータや行動・

コミュニケーションデータの収集・蓄

積も可能になっている。これらの情報

を分析すれば、各人の就業ニーズに合

わせた評価・処遇や、本人が適度な

緊張感を持って集中できる仕事環

境を整備することができるだろう。

　従来、人事の「個別化」は、人事制度

の設計や運用に手間がかかりすぎる

という問題があったため、実現が困

難であった。その一方で、多くの人事

部は、個のパフォーマンスを最大化

するためには、社員一人ひとりを丁

寧に見なければいけないということ

にも気づいていたはずである。

　これまで解決できなかったこのジ

レンマを、データの力で解決できるよ

うになったのが、今という時代である。

データの力を活かして人事を科学し

てくれる人事エンジニアの存在感は、

今後ますます高まっていくだろう。

　この特集の企画を始めたとき、私

たちには１つの期待があった。人事

エンジニアの登場は、我が国におけ

る人事部の役割が、KKD（勘と経験

と度胸）からKKD＋KDD（Knowledge 

Discovery in Databases）へ進化する

きっかけになるのではないかという

ことだ。

　そして、すべての取材を終えた今、そ

の期待は確信へと変わった。彼らは、

KKD＋KDDによって、多様な「個」を活

かすことを目指していたのである。

　今回取材した４人の人事エンジニ

アたちは、当然のことながらデータ

を駆使して人事課題を解決すること

には長けていたが、それ以上に、「働

く個人をハッピーにしたい」という

意欲に溢れていた。「みなさんが目指

すものは何ですか」と問うたところ、

彼らが異口同音に答えたのは、「すべ

ての社員が、生き生き働いてくれる

ようにすること」。これが実現できて

いる状態とは、多様な「個」が適所に

配置され、やり甲斐を感じられる仕

事をアサインされ、自分のパフォー

マンスを適正に評価されていると感

じられる、ということだ。そうなれ

ば、仕事へのモチベーションは高ま

り、個のパフォーマンスは最大化す

るはずである。

　人事エンジニアは、遠くない将来、

多様な「個」の可能性を最大限に引

き出すことができるようになるに違

多様な「個」を活かす人事への
転換を目指して

本誌編集長／清瀬一善

人事エンジニアが
「個」の可能性を解放する

人事の「個別化」を推進する
人事エンジニア
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ンメントを科学することだ。たとえ

ば、サイバーエージェントの向坂氏

は、社員それぞれのモチベーション

とパフォーマンスとの関係を分析し
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うになったのが、今という時代である。

データの力を活かして人事を科学し
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には長けていたが、それ以上に、「働
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